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Ⅰ はじめに 
１ 背景 
近年、市場のグローバル化、アジア諸国の追い上げ、企業競争激化など、企業を取り囲む環境
は急激な変化を見せている。このような中、新しい企業経営の考え方などが注目され、とりわけ知
的財産戦略の重要性が叫ばれるようになっている。この知的財産戦略とは、特許・実用新案・意
匠・商標・著作権などの知的財産権を戦略的に創出・権利化・活用していこうとする考え方である。
特にものづくり企業にとっては、新しい技術を対象とする特許戦略は知的財産戦略の中でも最も
重要なものである。 
企業は、新たに開発した技術について特許出願を行い、所定の審査を経た上で特許権が付与
される。この特許権は、最高 20 年間（医薬分野では最高 25 年）の独占排他権となり、他社は特許
に係る技術を無断で使用することができなくなる。この意味で特許権は他社に対する技術参入障
壁として機能することになり、市場競争で優位に立つための特許戦略の意義は大きい。 
しかしながら、特許戦略の重要性が認識されながらも、多くの企業において経営戦略に特許戦
略が十分にリンクしていない場合が多く、経営戦略とは別個に特許戦略が進められている。経営
戦略に特許戦略がリンクしていないと、必要な技術の非特許や、逆に無駄な技術の特許化による
コスト増を招き、ひいては企業経営を誤った方向に導く虞さえある。 
このように企業の経営戦略に特許戦略がリンクしていない大きな原因の一つとして、経営戦略
に特許戦略をリンクするためのフレームワークの不足が挙げられる。経営戦略では、非常に多くの
経営手法のフレームワークが提案されている。一方、特許戦略では、特許出願・契約・訴訟などの
実務単体のノウハウや考え方は学者や実務家を通じて多くの論文が出されているものの、経営戦
略に特許戦略をリンクさせることは十分に発達していない。このため経営戦略に特許戦略をリンク
させるためのフレームワークが求められている状況にある。 
２ 本研究の目的 
筆者は、このような状況の中、本学に進学して経営戦略を勉学することにしたが、その集大成と
して経営戦略に特許戦略をリンクさせるための一つのフレームワークを構築するべく、本研究を行
うこととした。 
具体的には、経営手法で有名な PPM（プロダクト・ポートフォリ・マネジメント）に注目した。PPM
は、ボストン・コンサルティング・グループ（ＢＣＧ）が１９７１年に開発して以来、すでに４０年近くが経
過しており、その間に PPM の発展させたものが種々提案されているが、いずれも特許に関わるも
のではない。一方、PPM に特許データを用いることを示唆したものが存在しているが(※参考文献・資
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料２５)、単なる示唆に止まるのみで、実際の作成や検証はもとより、それを使用して経営戦略に特
許戦略をリンクさせる提言は未だなされていない。 
そこで、本研究では、特にキヤノンの製品を事例として PPM に特許データを用いた特許版 PPM
の作成を試みることとした。そして、PPM と特許版 PPM の相互の関係性を検証することにより、経
営戦略に特許戦略をリンクさせるフレームワークを構築することを目的とする。 
 
Ⅱ PPM と特許版 PPM の概要 
１ PPM の概要 
（１） PPM の定義 
PPM（Product Portfolio Management）とは、自社の製品・事業を「市場成長率」と「相対的市場
シェア」の２つの評価尺度で分類し、企業全体としてバランスの取れた収益の獲得と成長の実現を
ねらう戦略策定手法である。自社の経営資源配分の手法であり、多角化が進展したアメリカで複
数の事業の合理的な管理手法として、ボストン・コンサルティング・グループ（ＢＣＧ）が開発したも
のである。 
（２） PPM の内容 
 
図表 1 PPM の内容 
各製品・事業は、市場成長率と相対的市場シェアの高低によって分類された４つのセルに位置
づけられる。４つのセルは、それぞれ通常、花形、金のなる木、問題児、負け犬と呼ばれる。各セ
ルごとに資金の流出と流入のキャッシュフローの内容が異なる。 
①問題児 
相対的市場シェアが低いため資金流入が少なく、かつ、市場成長率が高いため投資に要する
ための資金流出も多い。現段階では、キャッシュフローは大きくマイナスになる。 
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②花形 
相対的市場シェアが高いため資金流入が多いが、市場成長率が高いため投資に要するため
の資金流出も多い。現段階では、この製品・事業からは多額のキャッシュは見込めない。 
③金のなる木 
  相対的市場シェアが高いため資金流入が多く、かつ、市場成長率が低いため投資の必要性
が少ない。現段階においては、この製品・事業からは潤沢なキャッシュを得ることができる。 
④負け犬 
相対的市場シェアが低いため資金流入が少ないが、市場成長率も低いため資金の流出も少
ない。現段階では収益が上がらない。 
（３） PPM の根拠 
PPMは、製品ライフサイクル（Product Lifecycle :PLC）と経験曲線効果の２つの理論を前提に構
成されている。すなわち、PPM では、製品ライフサイクル理論を前提とした市場成長率と、経験曲
線効果を前提とした相対的市場シェアの２つの尺度でマトリックスを形成している。 
①製品ライフサイクル（PLC） 
ＰＬＣとは、製品が開発されてから時間経過とともに「導入期→成長期→成熟期→衰退期」とい
った過程をたどるという考え方である。PPM では、ＰＬＣの各段階で資金需要が異なることに着目
する。 
導入期：製品が導入されて、消費者に紹介・認知される最初の段階であり、市場成長率は高く、市
場浸透のためにマーケティング投資や開発投資が必要であり、資金需要が大きい。 
成長期：製品が市場で認知され、売上が急激に伸びる段階である。そのため需要に対応した生産
能力増強や販売チャネル整備で資金需要が大きい。 
成熟期：需要一巡で売上は緩慢になり、市場成長率は固定化してくるが、生産能力と販売チャネ
ルの資金需要は保全・維持程度の少額になる。 
衰退期：売上は徐々に低下していき、市場成長率はマイナスであり、資金需要は小さい。 
②経験曲線効果 
経験曲線効果とは、ＢＣＧが多くの製品のコスト研究から発見した、生産量とコストの関する経験
則である。それは、累積生産量が２倍になると、製品単位当たりコストが２０～３０％程度低下すると
いうものである。コストが低下する理由としては、経験を重ねることによって効率的に作業できる学
習効果、製造方法等の改善による効果、経験に基づく製品設計や購買の見直しによる効果等が
ある。したがって、競合企業より累積生産量を多くすれば、コスト競争力が高まることになる。累積
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生産量を高めるためには市場シェアを高めればよい。PPM では、最大の競合企業の市場シェアに
対する自社の市場シェアを相対的市場シェアと呼ぶ。 
（４） PPM の戦略的意義 
PPM の戦略的意義は、企業全体として経営資源の集中と選択を図ることである。PPM の基本は
「金のなる木」から十分な資金を獲得して、それをもとに有望な「問題児」に投入して「花形」に育て、
そして、「花形」のマーケットシェアを維持し、将来の「金のなる木」に育成するという「成功の循環」
を作り出す。そして、他方では、見込みのない「問題児」「負け犬」から撤退することで全社的に限
られた資金の有効活用を図ることである。 
２ 特許版 PPM の概要 
（１） 特許版 PPM の定義 
PPM と同じようにして、特許データを用いて自社の特許を「特許出願成長率」と「相対的特許出
願シェア」の２つの評価尺度に分類したものを特許版 PPM と呼ぶこととする。 
なお、特許出願とは、企業が開発した技術について、所定の書式を整えて特許庁に出願したも
のをいう。特許出願から３年以内（従前は７年）に審査請求すると、特許庁の審査官が当該特許出
願について新規性・進歩性等について審査を行った上で特許権を付与する。特許権が成立する
と、当該技術は最高 20 年間（医薬分野では最高 25 年）の独占排他権となり、他社は同様の技術
を無断で使用することができなくなる。この意味で特許権は他社に対する技術参入障壁として機
能することになる。 
（２） 特許版 PPM の内容 
 
図表 2 特許版 PPM の内容 
 各製品・事業は、特許出願成長率と相対的特許出願シェアの高低によって分類された、花形、
金のなる木、問題児、負け犬の４つのセルに位置づけられる。 
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①問題児 
 相対的特許出願シェアが低いため技術参入障壁が低く、かつ、特許出願成長率が高いため基
本技術のほか、代替技術、改良・応用技術も生じる。現段階では、技術劣後の状態になる。 
②花形 
 相対的特許出願シェアが高いため技術参入障壁が高く、かつ、特許出願成長率が高いため基
本技術のほか、代替技術、改良・応用技術も生じる。現段階では、技術優位の状態であるが、ま
だまだ油断のならない状態である。 
③金のなる木 
相対的特許出願シェアが高いため技術参入障壁が高く、かつ、特許出願成長率が低いため代
替技術や改良・応用技術が落ち着く。現段階では、技術優位の状態が強い。 
④負け犬 
相対的特許出願シェアが低いため技術参入障壁が低く、かつ、特許出願成長率が低いため代
替技術や改良・応用技術が落ち着く。現段階では、技術劣後の状態であり、革新的な技術がない
と挽回が難しい。 
（３） 特許版 PPM の根拠 
市場が活発なときには同様に技術開発も活発なため、各企業は自社で開発した技術を保護す
るために多くの特許出願を行う。このため市場が導入期→成長期→成熟期→衰退期と経過する
のに伴って、多少前後するものの特許出願も同様の軌跡を辿るものと思われる。このことから市場
成長率と特許出願成長率はライフサイクルの中で互いに連動し得るため、PPM の市場成長率を
特許出願成長率に置き換えた場合、PPM と特許版 PPM の縦の関係（市場成長率と特許出願成
長率の縦軸の関係）を維持できると予想される。 
 また、多くの技術が生み出されると、それだけ特許出願も多くなり、技術参入障壁もより高いもの
となる。したがって、競合企業より特許出願を多くすれば、技術参入障壁が高まることになる。特許
出願数を増やすためには特許出願シェアを高めれば良い。特許版 PPM では、最大の競合企業
の特許出願シェアに対する自社の特許出願シェアを相対的特許出願シェアと呼ぶ。 
（４） 特許版 PPM の戦略的意義 
特許版 PPM のみで多少の特許戦略を検討することができるかもしれない。しかしながら、特許
は、それ自体が目的ではなく、あくまでも売上（利益）向上という目的のための手段である。このた
め手段としての特許版 PPM のみをもって特許戦略を検討することは、従来同様に特許戦略の一
人歩きを招き、経営戦略とリンクしていない誤った特許戦略になる危険性が高い。このため特許版
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PPM はあくまでも経営戦略のツールである PPM と照合していくことが重要である。つまり、特許版
PPM は、経営戦略に特許戦略をリンクさせるための橋渡しという戦略的意義がある。この具体的
な戦略的意義については特に「Ⅴ 特許版 PPM の戦略的活用の提言」で詳しく述べることとする。 
 
Ⅲ 研究方法 
１ 本研究方法の概要 
花形 問題児
金のなる木 負け犬
＜某年の各製品のPPM・特許版PPM＞
製品D
製品A
製品E
花形 問題児
金のなる木 負け犬
＜某製品の各年のPPM・特許版PPM＞
９５年
８０年
製品B
製品C
８５年
９０年
高
↑
市
場
成
長
率
↓
低
高←相対的市場シェア→低
高
↑
特
許
出
願
成
長
率
↓
低
高←相対的特許出願シェア→低  
図表 3 某年（左図）と某製品（右図）の PPM／特許版 PPM 
 本研究では、キヤノンの６つの製品について、PPM と特許版 PPM を時系列的に作成することと
した。つまり、一般に、PPM ではある時点における各製品のバブルチャートを同一 PPM 上に表示
するが（図表３の左図）、本研究では製品の各時点（本研究では５年）のバブルチャートを同一
PPM 上に時系列的に表示するものとした（図表３の右図）。そして、特許版 PPM も PPM と同様
に各時点のバブルチャートを同一特許版 PPM 上に時系列的に表示するものとした。これにより製
品の PPM と特許版 PPM の時系列的な動きを見ることができるため、PPM と特許版 PPM の相
互の関係性を検証することができるようになる。 
２ 本研究の対象企業・製品・期間  
＜対象企業＞ 
 本研究では、キヤノン株式会社（以下、キヤノンという）を対象企業とした。本企業を対象としたの
は、キヤノンは特に特許戦略を重視していることで非常に有名な企業だからである。 
＜対象製品＞ 
 本研究では、キヤノンの電卓、複写機（アナログ）、一眼レフカメラ（アナログ）、コンパクトカメラ
（アナログ）、ファクシミリ、小型ページプリンタ、インクジェットプリンタを対象製品とした。これらの製
品は、いずれもキヤノンのスローガン「右手にカメラ、左手に事務機」のとおり看板製品として有名
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なものである。また、いずれの製品も導入期から成熟期あるいは衰退期のライフサイクルを辿って
おり、本研究における PPM と特許版 PPM の時系列を見るのに適している。 
＜サンプル期間＞ 
１９７１年～２００５年の期間を５年ごとに区切り、製品ごとにライフサイクル期間内の５年ごとに市
場データと特許データを抽出した。各製品の具体的にサンプル期間は下記のとおりである。 
・電卓：１９７５年、１９８０年、１９８５年 
・複写機：１９７５年、１９８０年、１９８５年、１９９０年、１９９５年、２０００年、２００５年 
・一眼レフカメラ：１９７５年、１９８０年、１９８５年、１９９０年、１９９５年 
・ファクシミリ：１９８５年、１９９０年、１９９５年、２０００年、２００５年 
・小型ページプリンタ：１９９０年、１９９５年、２０００年、２００５年 
・インクジェットプリンタ：１９９０年、１９９５年、２０００年、２００５年 
＜データ収集元＞ 
 市場データは矢野経済研究所編（1981-2005）「日本マーケットシェア事典」矢野経済研究所か
ら抽出した。また、特許データは、後述の特許検索式により下記特許データベースから抽出した。 
・特許電子図書館（ＩＰＤＬ）のデータベース（特許庁） 
  ・ＳＲPARTNER のデータベース（㈱日立特許情報システムズ） 
  ・パトリスのデータベース（株式会社パトリス） 
３ PPM の作成方法 
キヤノンの各製品の PPM の作成に際しては、以下の PPM の作成表（下表は複写機の場合）
を使用して手順１～手順６に従って行った。 
 
図表 4 複写機の PPM の作成表 
手順１：「日本マーケットシェア事典」から５年ごとの市場規模（売上高）を抽出して、表の「５年前の
市場規模」「当年の市場規模」欄に入力する。 
手順２：市場成長率を自動計算する（表の「平均市場成長率」欄）。本研究では過去５年間の平均
市場成長率をとった。｛（現在の市場規模／５年前の市場規模）１／５－１｝×１００(%) 
PPM作成表（複写機)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
75年 44.7 10.9 0.24 35,445 90,000 26.2 9,800
80年 45.0 20.6 0.46 90,000 336,751 30.2 69,243
85年 23.7 21.9 0.92 336,751 1,098,000 26.7 240,462
90年 21.4 24.7 1.15 1,098,000 452,000 -16.3 111,500
95年 25.0 22.1 0.88 452,000 420,000 -1.5 93,000
00年 26.4 19.4 0.73 420,000 72,100 -29.7 14,000
05年 25.0 25.0 1.00 72,100 2,000 -51.2 500
10 
 
手順３：「日本マーケットシェア事典」から５年ごとの自社と最大競合他社の市場シェアを抽出して、
表の「自社市場シェア」「最大競合企業市場シェア」欄に入力する。 
手順４：相対的市場シェアを自動計算する（表の「相対的市場シェア」欄）。自社がトップ企業の場
合、２位企業の市場シェアに対する自社の市場シェアの比率（自社の市場シェア／２位企
業の市場シェア）となる。一方、自社が２位以下の企業の場合、トップ企業の市場シェアに
対する自社の市場シェアの比率（自社の市場シェア／トップ企業の市場シェア）となる。 
手順５：「日本マーケットシェア事典」から５年ごとの自社の売上高を抽出して、表の「自社売上高」
欄に入力する。 
手順６：市場成長率を縦軸、相対的市場シェアを横軸として、自社の売上高の大小に応じて円の
大小が変化するようにバブルチャートを作成して PPM を完成する。 
なお、本研究では、横軸の相対的市場シェアを対数目盛とした。また、縦軸の市場成長率が１
０％（数値は 0.1）、縦軸の相対的市場シェアが１の点において両軸が交差するようにしている。ま
た、市場成長率及び相対的市場シェアの大小に応じて両軸の最大値も変化させている。また、
PPM のバブルの大きさは複写機の８０年の売上高が２ｃｍとなるように調整した。 
４ 特許カテゴリの設定 
  特許版 PPM を作成する前に、上記各製品に応じた特許カテゴリを設定しなければならない。
本研究では、各製品について以下の特許検索式によって特許カテゴリを設定した。なお、以下の
検索式において「＋」は OR 検索、「×」は AND 検索、「＃」は NOT 検索を示す。 
＜電卓＞ 
検索式：①×② 
①発明の名称＝電卓＋卓上計算機+電子（式）計算機 
②F ターム＝５B019(電卓等) 
＜複写機（アナログ）＞ 
検索式：①＃（②＋③） 
①FI=G03G15/00＋G03G13/00 
   ・G03G15/00：帯電像を用いる電子写真法 
・G03G13/00：帯電像を用いる電子写真法用の装置 
②FI=H04N＋B41J＋G06F＋G06T 
   ・H04N:画像通信 
   ・B41J: タイプライタ;選択的プリンテイング機構,すなわち版以外の手段でプリンテイングする機構 
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・G06F: 電気的デジタルデ－タ処理 
   ・G06T: イメ－ジデ－タ処理または発生一般 
③本文（FK）＝デジタル＋通信＋送信＋受信＋ネットワーク＋インターネット＋システム＋複合機＋カラー＋ファクシミ
リ（ＦＡＸ、ファックス）＋プリンタ＋レーザ 
 ※複写機（デジタル）の検索式：①×（②＋③） 
＜一眼レフカメラ（アナログ）＞ 
検索式：（①＋②×③）＃④ 
①F ターム＝2H002DB07+2H002DB08+2H002JA02+2H018AA21+2H020BB01+2H020MB01+2H054CA00+2H081AA50 
+2H102CA12+2H102CC05（一眼レフの文言が含まれるもの） 
②FI=G03B（カメラ関係） 
③全文（FK）＝一眼＋フォーカルプレン 
④全文（FK）＝デジタル＋通信＋送信＋受信＋ネットワーク＋インターネット＋システム＋画像 
※一眼レフカメラ（デジタル）の検索式：（①＋②×③）×④ 
＜ファクシミリ＞ 
検索式：①×② 
①ＦＴ＝5C062＋5C051 
   ・5C062：ファクシミリ一般 
・5C051：ファクシミリ用ヘッド 
②発明の名称＝ファクシミリ＋ファックス＋FAX＋画像伝送+画像電送 
＜小型ページプリンタ＞ 
検索式：（①＋②×③）＃（④＋⑤） 
①ＦＴ＝2C362（レーザビームプリンタ） 
②ＦＩ＝B41J（タイプライタ;選択的プリンテイング機構,すなわち版以外の手段でプリンテイングする機構） 
③全文（FK）=レーザ＋ページプリンタ 
④ＦＩ＝B41J3/04（インクジェットプリンタ関係） 
⑤全文（FK）＝複合機＋複写機＋ファクシミリ（ファックス、ＦＡＸ）＋スキャナ 
＜インクジェットプリンタ＞ 
検索式：① 
①ＦＩ＝B41J3/04（インクジェットプリンタ関係） 
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５ 特許版 PPM の作成方法 
キヤノンの各製品の特許版 PPM の作成に際しては、以下の特許版 PPM の作成表（下表は複
写機の場合）を使用して手順１～手順６に従って行った。 
 
図表 5 複写機の特許版 PPM の作成表 
手順１：特許カテゴリに関する特許検索結果に基づいて特許出願数を抽出して、表の「５年前の特
許出願数」「当年の特許出願数」欄に入力する。 
手順２：特許出願成長率を自動計算する（表の「平均特許出願成長率」欄）。本研究では過去５年
間の平均特許出願成長率をとった。 
｛（現在の特許出願数／５年前の特許出願数）１／５－１｝×１００(%) 
手順３：上記特許検索結果から５年ごとの自社と最大競合他社の特許出願シェアを抽出して、表
の「自社特許出願シェア」「最大競合企業特許出願シェア」欄に入力する。 
手順４：相対的特許出願シェアを自動計算する（表の「相対的特許出願シェア」欄）。自社がトップ
企業の場合、２位企業の特許出願シェアに対する自社の特許出願シェアの比率（自社の
特許出願シェア／２位企業の特許出願シェア）となる。一方、自社が２位以下の企業の場
合、トップ企業の特許出願シェアに対する自社の特許出願シェアの比率（自社の特許出願
シェア／トップ企業の特許出願シェア）となる。なお、最大競合企業は PPM の市場データと
は別に特許独自に選定する。 
手順５：上記特許検索結果から自社の特許出願数を抽出して、表の「自社特許出願数」欄に入力
する。 
手順６：特許出願成長率を縦軸、相対的特許出願シェアを横軸として、自社の特許出願数の大小
に応じて円の大小が変化するようにバブルチャートを作成して PPM を完成する。 
なお、本研究では、横軸の相対的特許出願シェアを対数目盛とした。また、縦軸の特許出願成
長率が１０％（数値は 0.1）、縦軸の相対的特許出願シェアが１の点において両軸が交差するように
している。また、特許出願成長率及び相対的特許出願シェアの大小に応じて両軸の最大値も変
化させている。また、特許版 PPM のバブルの大きさは、対応する PPM のバブルの大きさと釣り合う
特許版PPM作成表（複写機)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
75年 0.19 0.17 0.94 456 899 18.5 157
80年 0.26 0.24 0.91 899 2,666 24.3 643
85年 0.13 0.13 1.02 2,666 2,300 -2.9 305
90年 0.16 0.17 1.10 2,300 1,850 -4.3 322
95年 0.22 0.17 0.79 1,850 806 -15.3 138
00年 0.18 0.11 0.62 806 297 -18.1 33
05年 0.23 0.09 0.40 297 222 -5.7 20
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ように調整した（このため各製品間においては特許出願数とバブルの大きさはリンクしていないの
で注意する）。 
 
Ⅳ 結果・考察 
各製品について、PPM と特許版 PPM の作成結果を検証しやすいように横並びに表示し、
PPM と特許版 PPM の関係性について考察した。なお、各製品の PPM と特許版 PPM の作成
表は付録１、２として添付している。 
１ 電卓 
 
図表 6 電卓の PPM(左図)と特許版 PPM(右図)） 
 キャノンは、カメラ以外の製品事業の多角化を目指す中、64 年に「キャノーラ 130」を発売し、そ
の後も製品開発を行っていた。しかし、後発のカシオが「カシオミニ」（￥12,800）など続々と低価格
機種を投入し、個人用へと新しい市場を創造し、売上げを伸ばしてきた。キャノンは低価格機種の
投入に遅れをとった上に、品質面の問題にも対応が悪かったことにより会社の信用を失い、最終
的には電卓事業から撤退することになる。 
電卓の PPM を見ると、75 年以降、市場成長率が徐々に低下して、ライフサイクルが成熟期から
衰退期に向かっている。また、キヤノンの相対的市場シェアも低下するとともに、売上高の規模も
拡大しておらず、典型的な負け犬の状態であることがわかる。 
 一方、電卓の特許版 PPM を見ると、80 年には相対的特許出願シェアが 1 近くであり（特許出願
シェア２位）、電卓事業の巻き返しのために製品開発を積極的に行っていたようである。しかし、85
年には相対的特許出願シェアが急落しており、電卓での市場縮小と相俟って製品開発が急激に
縮小したことがわかる。 
 このように製品が完全な負け犬状態の場合、当該製品から撤退することは PPM での一つのセオ
リーとなっている。この場合、特許においても殊更に出願することは無意味であり、キャノンでも８０
14 
 
年～85 年にかけて相対的特許出願シェアが著しく低下している。 
２ 複写機 
 
図表 7 複写機（アナログ）の PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
 キャノンは、電卓と並ぶ新規事業として複写機に目を付け、製品研究課を 1962 年に設置した。
当時はゼロックスが複写機の PPC(乾式普通紙コピー機)において特許の圧倒的シェアを持ってい
た。キヤノンはゼロックスの特許を回避しながら独自の技術を開発していき、1968 年に NP システム
（ニュープロセス・ノンボリューション）の開発に成功し、1970 年には「NP-1100」を発売する。また、
その後も複写機の研究開発を進めていき、1982 年にはパーソナルユースの複写機「ミニコピア
PC-10/20」を発売する。これは故障の多い感光ドラム回りの機器を一体化してカートリッジ化し、
一定期間ごとに交換できる消耗品としてメンテナンス不要という当時としては画期的なものであっ
た。90 年以降はアナログ式からデジタル式の複写機に移行していき、それに伴ってアナログ式の 
複写機が縮小していくこととなる。 
 複写機の PPM を見ると、市場成長率がプラスからマイナスに徐々に移行しており、一般的なライ
フサイクル（導入期→成長期→成熟期→衰退期）である。また、相対的市場シェアは、75 年～85
年にかけて高くなったあと、90 年～05 年にかけて、相対的市場シェアが１付近であり、概ねシェア
トップかシェア 2 位である。また、売上高は、ライフサイクルに伴って 75 年～85 年にかけて急に増
加したあと、90 年～05 年にかけて減少している。全体としては、75 年～85 年にかけて問題児から
花形付近に移行したあと、負け犬に移行しているように見えるが、相対的市場シェアが１付近であ
るため（シェアトップとの差が少ない）ために、実質的には花形から金のなる木に移行していると見
てよいと思われる。 
 一方、複写機の特許版 PPM を見ると、市場成長率と同様に特許出願成長率がプラスからマイナ
スに徐々に移行している。また、相対的特許出願シェアも、相対的市場シェアと同様に１付近であ
り、概ねシェアトップかシェア 2 位であり、複写機の技術力の高さが伺える。また、特許出願数は、
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75 年～80 年にかけて急増したが、80 年以降は徐々に減少している。 
このように特に 80 年代～90 年代にかけて市場の PPM が花形から金のなる木に移行しているが、
それを支えるように特許版 PPM も実質的に花形から金のなる木に移行している。しかも特許出願
数の増減が売上高の増減よりも５年早いことから、特許版 PPM が先行的指標を示している傾向が
ある。また、特許出願数も売上高に応じて徐々に減少しており、全体的に効率的な特許出願が行
われていることが伺える。 
 
図表 8 複写機（デジタル）の PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
ただし、95 年以降、相対的特許出願シェアが減少している。これをキヤノンの技術力の低下と
見るのか、あるいはあえて効率的に特許出願数を減少させているのと見るのかが問題となる。この
点、キヤノンの相対的特許出願シェアは常に２位をキープしていることと、図表 8 に示すようにデジ
タル複写機に力を入れていることから鑑みると、アナログの複写機の特許出願数を効率的に減少
させていると考えられる。 
３ 一眼レフカメラ 
 
図表 9 一眼レフカメラ（アナログ）の PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
70 年代の電卓などの失敗により、1976 年にキヤノンは無配転落に陥ったが、そのキヤノンの危
機を救った一つに一眼レフカメラの成功が挙げられる。1976 年に発売された「AE-1」がそれである。
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設計技術、超精密加工技術、生産技術など、当時のキヤノンの技術を総結集した全自動一眼レ
フカメラであり、カメラの初心者にも多く支持され、累計生産台数は 900 万台であった。その後も
1987 年に AF カメラ「EOS」を発売したり、1993 に女性ユーザを取り込んだ「EOS-Kiss」を発売した
りするなど、続々と製品を投入していく。しかし、95 年以降は、一眼レフカメラの人気も一段落をつ
くとともに、デジタルカメラの登場により市場は急激に縮小していくことになる。 
一眼レフカメラの PPM を見ると、市場成長率がプラスからマイナスに移行しており、一般的なライ
フサイクルである。また、相対的市場シェアは、75 年～80 年に高くなったあと、85 年～90 年は相対
的市場シェアが僅差で１未満となったが、95 年には１以上に回復している。また、売上高は、75 年
～80 年にかけて増加したあと、85 年～95 年にかけて徐々に減少している。全体としては、問題児
から花形に移行したあと、金のなる木に移行し、85 年～90 年では厳密には負け犬の領域であるが、
相対的市場シェアがほぼ１なので、実質的には金のなる木に移行していると見てよいと思われる。 
一方、一眼レフカメラの特許版 PPM を見ると、特許出願成長率が 75 年～85 年はプラスからマ
イナスに移行したが、その後、85 年～95 年にかけてプラスに転じており、めずらしい軌道を描いて
いる。また、相対的特許出願シェアは、７５年～85 年にかけては１以上であったが、90 年～95 年に
かけて１未満に低下している。また、特許出願数は、75 年～85 年にかけて徐々に増加したが、85
年～95 年にかけては減少している。 
このように市場の PPM は問題児、花形から金のなる木の軌道を描いている一方、特許版 PPM
は 75 年～85 年にかけてはそれを支えるように花形から金のなる木に移行しているが、85 年～95
年にかけては負け犬に移行している。 
 
図表 10 一眼レフカメラ（デジタル）の PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
これをキヤノンの技術力の低下と見るのか、あるいはあえて効率的に特許出願数を減少させて
いるのと見るのかが問題となる。この点、キヤノンの相対的特許出願シェアは常に３位以上をキー
プしていることと、図表 10 に示すようにデジタルカメラ全体の PPM の拡大に伴って、デジタル一眼
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レフカメラの特許に力を入れていることから鑑みると、アナログの一眼レフカメラの特許出願数を効
率的に減少させていると考えられる。なお、図表 10 の左図は、データ収集元の製品カテゴリの関
係上、一眼レフカメラを含むデジタルカメラ全体の PPM である。 
４ ファクシミリ 
 
図表 11 ファクシミリの PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
1972 年の電話回線開放により、既存の電話にファクシミリを接続することが認められ、事務用フ
ァクシミリが一斉に一般企業の間に普及していった。キャノンでも、製品技術研究所で開発に向け
て基礎技術の習得を進め、78 年に同研究所において自社開発を目指したプロジェクトが成立した。
この当時のファクシミリはアナログ電送を基本とした G2 規格を適用した機種だったが、電送するの
に３分もかかる上、A4 版の原稿しか送受信することができず、さらに 120～150 万円と高価なもので
あった。キャノンは、B4 版サイズの原稿を 1 分で電送できる 100 万円以下のファクシミリの開発に
着手し、80 年にその第一号となる「テレファックス B-601」（後にキャノファックスと改名）を発売し、
その後も市場に製品を投入していく。 
 ファクシミリの PPM を見ると、市場成長率はプラスからマイナスに徐々に低下しており、一般的な
ライフサイクルである。また、相対的市場シェアは、85 年以降、常に１以下であるが、シェア２～３位
をキープしており、シェアトップと大きく差があいているわけではない。また、売上高は、ライフサイク
ルに伴って 85 年～90 年にかけて徐々に増加したあと、95 年～05 年にかけて徐々に減少している。
全体としては、問題児から負け犬に移行しているが、上述のように相対的市場シェアが１付近とシ
ェアトップに近いので、実質的には花形から金のなる木に移行していると見てよいと思われる。 
 一方、特許版 PPMを見ると、特許出願成長率は、90年以降、市場成長率の低下に伴ってプラス
からマイナスに低下している。また、相対的特許出願シェアは、常に１以下であり、特に 95 年～05
年にかけてはシェア比が小さくなっているが、シェア 2 位をキープしている。また、特許出願数は、
85 年～95 年にかけて増加しているが、95 年以降は減少している。 
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 このように PPM では実質的には花形から金のなる木に移行し、それを支えるように特許版 PPM
は 90 年～95 年にかけては同様に実質的に花形から金のなる木に移行していると見てよいが、95
年以降は負け犬領域に移行している。この 95 年以降の特許 PPM の移行について、キヤノンの技
術力の低下と見るのか、あるいはあえて効率的に特許出願数を減少させていると見るのかが問題
である。この点、PPM の動向から見て業界が衰退期に入っていることや、キヤノンは特許出願数の
シェア２位を維持していることから鑑みると、シェアトップのリコーの特許出願数のみが多すぎるの
であって、キャノンは市場の動向に応じて効率的に特許出願数を減少させていると思われる。 
５ 小型ページプリンタ 
 
図表 12 小型ページプリンタの PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
キャノンは、1975年にレーザビームプリンタ(LBP)の開発に成功し、1979年に世界発の小型レー
ザビームプリンタ「LBP-10」を発売した。ただ、当初の売上げはわずか3億円程度で、キャノン全体
に占める割合もわずか 0.29％に過ぎなかった。その後、数々の LBP 製品を世の中に送り出してい
くことになる。1994 年時点でキャノンが実際に製造した LBP のうち、キャノンブランドで売られてい
るものが全体の約 15％、他社ブランドで売られているものが 85%（ヒューレットパッカード、アップル
など）であり、圧倒的に OEM が多く、キャノン方式がデファクトスタンダードになっている。LBP は、
90 年代以降、カメラ、複写機を上回って、製品レベルではキャノンの最大事業の一つに成長して
いる。 
ページプリンタの PPM を見ると、市場成長率がプラスからマイナスに低下して０付近に到達した
ことから、05 年では成熟期あたりである。また、相対的市場シェアは、常に１以上であり、シェア２位
の企業に大きく差をあけてシェアトップをキープしている。また、売上高は、徐々に大きくなっており、
05 年時点では 3360 億円である。全体としては、まさに花形から金のなる木に移行する理想的な軌
道を描いている。 
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一方、ページプリンタの特許版 PPM を見ると、特許出願成長率が 10%付近から 0%付近に低下し
ている（PPM との関係上、90 年以降のデータであるが、90 年以前からは徐々に低下してこの位置
に来ていると思われる）。また、相対的特許出願シェアは、相対的市場シェアと同様に常に１以上
であるが、シェア２位の企業に大きく差をあけていない。また、特許出願数は次第に増加してきて
いる。 
このように PPM がまさに花形から金のなる木に移行する理想的な軌道を描いており、それを支
えるように特許版 PPM も金のなる木の領域をキープしている。ただ、PPM の相対的市場シェア
（4.70～7.86）に対して、特許版 PPM の相対的特許出願シェア（1.26～1.67）と低いところが注目さ
れる。このことからページプリンタでは技術力の他にブランド力や販売力などが他製品以上に貢献
しているものと思われる。 
６ インクジェットプリンタ 
 
図表 13 インクジェットプリンタの PPM(左図)と特許版 PPM(右図) 
 LBP 技術と並び、キャノンのプリンタ部門を支える技術としてバブルジェット（BJ）技術がある。70
年代半ばに開発された BJ 技術は、広い意味ではインクジェット（IJ）技術の一種である。BJ 技術の
仕組みを簡単に言えば、小型化したノズルの先端にヒーターを取り付け、そのヒーターに熱を通し、
インクを気化させ、気泡を発生させてインクを分離させるというものである。この技術を活かすことで、
85 年には世界発の BJ プリンタ「BJ-80」を発売する。その後、カラー化や高速化など、より技術レベ
ルアップを進めていき、90 年以降、続々と製品を市場に投入していく。しかし、90 年以降は、セイ
コーエプソンなどライバル他社と競争が激化していく。 
インクジェットプリンタの PPM を見ると、市場成長率がプラスからマイナスに低下して０付近に到
達したことから、05 年の成熟期あたりである。また、相対的市場シェアは、95 年に１以上となりシェ
アトップとなったが、00 年～05 年にかけては１未満となり、シェア２位である。また、売上高は、90 年
から 95 年にかけて急に増加したあと、00 年～05 年は些か減少してほぼ横ばいの状態である。全
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体としては、花形から負け犬に移行する軌道を描いているが、上述のようにシェア２位であってシェ
アトップと大きく差があいているわけではないので、実質的には花形から金のなる木に移行してい
ると見てよいと思われる。ちなみに、00 年～05 年にかけてシェア奪回の兆しが見える。 
一方、インクジェットプリンタの特許版 PPM を見ると、特許出願成長率が 90 年～95 年にかけて
はマイナスに低下したが、95 年～05 年はほぼ横ばい状態である。また、相対的特許出願シェアは、
90 年～00 年にかけては１以上でありシェアトップであるが、その比率を徐々に落としていき 05 年に
は 1 以下のシェア２位となる。また、特許出願数は、05 年にも増加しているもののシェアを落として
いることから、他社（特にセイコーエプソン）がさらに特許出願数を伸ばしてきていることがわかる。 
このように PPM が他社にややおされながら花形から金のなる木に移行しているが、それを裏付
けるように特許版 PPM が特許出願数を増やしながらも相対的特許出願数シェアを徐々に低下さ
せて負け犬領域の方向におされており、シェアトップのセイコーエプソンに苦戦を強いられている。
また、インクジェットプリンタでは技術力以外のブランド力や販売力がページプリンタほどには機能
していないようである。 
７ キヤノン製品のまとめ 
今回のキャノンの実例を通じて、一部の製品（複写機）では先行的指標を示す部分も見受けら
れたが、全体として先行的指標と言えるほどの精度はなかった。本来、企業経営は特許以外にも
ブランド力や販売力などその他の経営要素が組み合わさって売上（利益）の向上の目的が達成さ
れるものである。このため企業の売上を要素とする通常の PPM と特許版 PPM とが異なる傾向を示
すことは言わば当然のことでもある。 
  しかし、通常の PPM と特許版 PPM との間には、下記のようにそれぞれの製品特性に応じた十
分説明可能な関係性があることが確認できた。 
①市場成長率と特許出願成長率（縦軸）は、製品のライフサイクル（導入期→成長期→成熟期→
退期）に従って、概ね互いに連動しながらプラスからマイナスに徐々に低下していく。 
②売上高と特許出願数（バブルの大きさ）は、製品のライフサイクル（導入期→成長期→成熟期→
衰退期）に従って、次第に大きくなったあと、次第に小さくなっていく。  
③相対的市場シェアは市場での強さ、相対的特許出願シェアは特許・技術での強さを表し、両シ
ェアを比較することにより市場と特許・技術の強さの関係を時系列的に見ることができる。  
④キヤノンの特許戦略の強さを改めて確認することができた。特許戦略の弱い企業であると、キヤ
ノンのような特許版 PPM になっていないことは十分予測される。  
  さらに、キヤノンは特許戦略に強い企業であると言われるが、今回の PPM と特許版 PPM の関
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係性から見ても確かにそれをうなずける結果となっている。今回、キヤノンの特許戦略の強さを
PPM と特許版 PPM を通じて視覚的に表現できたことは有意義であった。 
 ただし、キヤノンの製品のうち、コンパクトカメラについては PPM を作成できたものの、特許出願
数の不足から有効な特許版 PPM を作成することができなかった。カメラの製品分野では一眼レフ
に特化した特許は多いものの、コンパクトカメラに使用できるものは一眼レフカメラにも使用できる
ことから、コンパクトカメラに特化した特許出願が少ないためであると考えられる。 
なお、今回は特許戦略に優れた企業であるキヤノンを例に挙げたため、特に PPM と特許版
PPMの関係性を説明できたともとれるが、逆に特許戦略を行っていない企業では両 PPMが乖離し
た態様で現れることになると思われる。 
 
Ⅴ 特許版 PPM の戦略的活用の提言 
本章では、上記のキヤノンの各製品における検証結果に基づいて、特許版 PPM の戦略的活
用を類型的にまとめた。理論的には、PPM４通り（問題児、花形、金のなる木、負け犬）×特許版
PPM４通り（問題児、花形、金のなる木、負け犬）の１６通りのパターンが存在するが、それら１６通
りのパターンが現実に求められる可能性は低い。そこで、PPM のセオリーとして、問題児→花形
→金のなる木の流れがあるため、その PPM のセオリー的な流れに沿って特許版 PPM の戦略的
活用を類型Ⅰ～類型Ⅲに示すとともに、PPM が負け犬のある場合の特許版 PPM の戦略的活用
を類型Ⅳに示した。これら類型Ⅰ～類型Ⅳにおける特許版 PPM の戦略的活用は、まさに経営戦
略に特許戦略をリンクするためのフレームワークになるものである。 
１ 類型Ⅰ：PPM が問題児に位置する場合 
 
図表 14 問題児の場合の PPM と特許版 PPM の関係 
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問題児は、市場成長率が高い（ライフサイクルが導入期又は成長期）にもかかわらず、相対的
市場シェアが小さい状態である。この要因としては、技術力が低い、ブランドが弱い、流通が弱い
などの種々の理由がある。このときの PPM のセオリーとしては、これら技術力、ブランド、流通など
を向上・強化することにより、売上高を伸ばして相対的市場シェアを大きくし、それに伴って PPM を
問題児から花形に移行させることである。 
 PPM が問題児に存在する場合、特許版 PPM も問題児に存在する場合が多い。このため特許戦
略としては、特許出願数を伸ばすことで相対的特許出願シェアを大きくすることにより問題児から
花形に移行させる。具体的には、基本発明を他社に取得されている場合には、基本発明に代わ
る代替発明を創出したり（例えばキヤノンの複写機の NP）、基本発明を取り囲むような改良・応用
発明を多数創出したりするなどして特許出願数を伸ばす。このように特許版 PPM を問題児から花
形に移行させれば、特許版 PPM が PPM を引っ張るように問題児から花形に移行させることが可能
になる。 
なお、特許版 PPM が既に花形に位置する場合、逆に他社に先を越されないように代替発明や
改良・応用発明を積極的に創出して自社の特許出願数をさらに伸ばすことが重要である。但し、
特許版 PPM が花形に位置しながらも PPM が問題児に位置し続けている場合には、市場ニーズと
ずれた技術開発が行われている可能性や、あるいは技術力以外のブランドや流通などに問題が
ある可能性があるため、技術戦略やその他の戦略を見直すことが求められる。 
２ 類型Ⅱ：PPM が花形に位置する場合 
花形 問題児
金のなる木 負け犬
＜PPM＞
花形 問題児
金のなる木 負け犬
＜特許版PPM＞
高
↑
市
場
成
長
率
↓
低
高←相対的市場シェア→低
高
↑
特
許
出
願
成
長
率
↓
低
高←相対的特許出願シェア→低  
図表 15 花形の場合の PPM と特許版 PPM の関係 
 花形は、市場成長率が高く（ライフサイクルが導入期又は成長期）、相対的市場シェアが大きい
状態である。この要因としては、技術力が高い、ブランドが強い、流通が強いなどの種々の理由が
ある。このときのPPMのセオリーとしては、これら技術力、ブランド、流通をさらに向上・強化すること
23 
 
により売上高を伸ばして相対的市場シェアを維持し、市場成長率が自然に低下するのに伴って
PPM を花形から金のなる木に移行させることである。 
 PPM が花形に存在する場合、市場成長率と特許出願成長率は概ね連動するため、特許版 PPM
は花形または問題児に位置する場合が多い。特許版 PPM が花形に位置する場合、原則として現
特許戦略を遂行していくのがよい。但し、他社に代替発明や多数の応用・改良発明を取得されに
ように注意しなければならない。 
 一方、特許版 PPM が問題児に存在する場合、特許戦略を見直す必要がある。この場合には技
術力よりもむしろブランドや流通など技術以外の要素によって PPM が花形に位置する可能性が高
い。ものづくり企業にとってこの技術劣後の状態だと、ゆくゆくは PPM の相対的市場シェアを落とし
て負け犬に移行する危険がある。このため特許戦略としては、特許出願数を伸ばすことで相対的
特許出願シェアを大きくすることにより問題児から金のなる木に移行させる。具体的には、基本発
明を他社に取得されている場合には、基本発明に代わる代替発明を創出したり、基本発明を取り
囲むような改良・応用発明を多数創出したりするなどして特許出願数を伸ばす。このように特許版
PPM を問題児から花形、さらには金のなる木に移行させれば、特許版 PPM が PPM をあと後押し
するように PPM も花形から金のなる木に移行させることが可能になる。 
３ 類型Ⅲ：PPM が金のなる木に位置する場合 
 
図表 16 金のなる木の場合の PPM と特許版 PPM の関係 
 金のなる木は、市場成長率が低く（ライフサイクルが成熟期又は衰退期）、相対的市場シェアが
高い状態である。この要因としては、技術力が高い、ブランドが強い、流通が強いなどの種々の理
由がある。このときの PPM のセオリーとしては、競合も多く参入してくる時期であるため、売上高は
次第に低くなる場合が多いが、技術力、ブランド、流通を維持して相対的市場シェアを維持し、金
のなる木に位置し続けることである。 
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 このときの特許戦略としては、特許版 PPM が金のなる木に位置する場合、特許版 PPM を金のな
る木から金のなる木・負け犬の境界付近まで相対的特許出願シェアを低下させる。場合によって
は負け犬まで相対的特許出願シェアを低下させてもよい。つまり、特許版 PPM が金のなる木に位
置する時期は、ライフサイクルの成熟期から衰退期に移行する時期であり、概ね基本発明、代替
発明、主要な応用・改良発明が出尽くしていることが多い。この時期に相対的特許出願シェアを
高めるために特許出願数を不用意に増加させても、それらの特許はほとんど製品・事業の参入障
壁として機能しないばかりか、特許出願のコスト増により利益を圧迫することにもなる（主要な発明
でも、派生的な発明でも出願コストはほぼ同じである）。このため技術力よりもブランド力や販売を
強化することが重要になる。 
 また、特にライフサイクルが衰退期に移行した場合、次世代の製品・事業が生じる可能性がある
ため、現製品・事業の特許出願数を減少させる一方、次世代の製品・事業のための特許出願数を
増加させることも検討しなければならない（例えば、一眼レフカメラや複写機でのデジタル化な
ど）。 
４ 類型Ⅳ：PPM が負け犬に位置する場合 
 
図表 17 負け犬の場合の PPM と特許版 PPM の関係 
 負け犬は、市場成長率が低く（ライフサイクルが成熟期又は衰退期）、相対的市場シェアが低い
状態である。この要因としては、技術力が低い、ブランドが弱い、流通が弱いなどの種々の理由が
ある。このときの PPM のセオリーとしては、①技術力、ブランド、流通を向上・強化して相対的市場
シェアを高めて金のなる木の方向に移行させる、②ニッチ的な分野において相対的市場シェアを
維持して負け犬に位置し続ける、あるいは③当該製品・事業から撤退することである。 
 このときの特許戦略としては、①PPM を金のなる木の方向に移行させる場合でも、特許版 PPM
の相対的特許出願シェアは低下させる。これは上記(3)類型Ⅲで説明したのと同様である。したが
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って、PPM を金のなる木の方向に移行させる場合には、技術力よりもブランド力や販売力を強化
することが重要になる。 
 また、②ニッチ的な分野において相対的市場シェアを維持して負け犬に位置し続ける場合、当
該ニッチ的な分野の状況を見極めながら、特許版 PPM の相対的特許出願シェアも維持し続ける
か、あるいは低下させることになる。当該ニッチ的な分野において特別な事情が生じない限り、相
対的特許出願シェアを高める必要はない。 
 また、③当該製品・事業から撤退する場合、言うまでもなく特許出願も撤退することになる。ちな
みに、他社の特許出願の相対的特許出願シェアが低下の一途を辿っている場合には、他社が当
該製品・事業から撤退するシグナルの可能性がある。 
 
Ⅵ おわりに 
１ 結論 
本研究では、経営戦略に特許戦略をリンクさせるための一つのフレームワークとして、PPM 手法
に特許データを用いた特許版 PPM への拡張を試みた。特にキヤノンの製品について検証してみ
たところ、PPM と特許版 PPM は時系列的な流れの中で相互に関係していることが確認できた。 
そして、上記のキヤノンの各製品における検証結果に基づいて、PPM のセオリー的な流れ（問
題児→花形→金のなる木）の中で特許版 PPM をどのように活用していくかについて、特許版
PPM の戦略的活用を類型的（Ⅰ～Ⅳ）にまとめた。これら類型的な特許版 PPM の戦略的活用は、
まさに経営戦略に特許戦略をリンクするための一つのフレームワークになるものである。 
このように自社製品の PPM と特許版 PPM を作成することにより、自社の経営戦略の中で特許戦
略がどのようにリンクしているかを知ることができる。また、一方で他社製品の PPM と特許版 PPM を
作成することにより、他社の経営戦略の中で特許戦略がどのようにリンクしているかを知ることがで
き、それを自社の経営戦略や特許戦略に反映させることが可能となる。 
特に PPM は市場成長率、相対的市場シェア、自社売上高の３つの市場データが同時に表示さ
れ、また特許版 PPM も特許出願成長率、相対的特許出願シェア、自社特許出願数の３つの特許
データが同時に表示されている。これら多くの市場データと特許データを同時に対比しながら見る
ことは、経営戦略と特許戦略を同時に見ることであり、経営戦略と特許戦略のリンクを視覚的に表
現できたことは非常に有意義なものである。これは企業の知財部や開発部はもとより、特許に疎い
部署や経営陣にも経営戦略と特許戦略のリンクを理解するに大きく貢献するであろう。 
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今後、ものづくり企業にとって、本フレームワークは企業経営の実践の場で大いに活用すること
ができるものと思われる。当職の日々の仕事の中においても本研究の成果を実践に活用していき
たい。 
２ 今後の課題 
本研究を通じて下記の課題が判明した。これらの課題はいずれも重要なものばかりであり、これ
らの課題を克服して本研究が完全なものになるであろう。今後、これらの課題を解決するためにさ
らに研究を進めていきたい。 
（１）特許カテゴリの精度に関する課題 
特許版 PPM において製品カテゴリに応じた特許カテゴリを設定する必要があるが、そのときの
特許検索の仕方によって特許出願数に誤差が生じることがある。誤差には、必要な特許出願の漏
れが生じてしまう誤差と、不用な特許出願が含まれてしまう誤差とがある。本研究では、後者の誤
差よりも前者の誤差が生じることを許容して進めた。これらの誤差をできるだけ少なくすることがより
精度の高い特許版 PPM を作成することにつながる。この点、多少の費用と労力をかけて、特許出
願の要約を読み込むなどして取捨選択していけば、特許カテゴリの精度はかなり向上するであろ
う。 
（２）特許の質に関する課題  
特許出願は、有力な基本発明でも、派生的な応用・改良発明でも同じ１件としてカウントされる。
このため特許出願だけでなく特許の質を考慮して特許版 PPM を作成することが課題となる。この
点、最近では、特許出願を審査経過、請求項数・文字数や被引用数などから特許の質（例えばパ
テントリザルト社のパテントスコア等）を算出することも提案されている。今後はこのような特許の質
を考慮して特許版 PPM を作成することも検討していきたい。 
（３）PPM と特許版 PPM の関係性に関する課題 
 本研究では、PPM と特許版 PPM の関係性を定性的に確認できたが、定量的に測定するに至っ
ていない。抽出する特許出願の時期をずらしたり、特許出願ではなく特許を採用したり、キヤノン
のライバル会社との比較も行い、それぞれの場合の PPM と特許版 PPM の関係性を定量的に測定
することも重要であろう。今後、どのような分析手法を使用すれば PPM と特許版 PPM の関係性を
定量的に測定できるかの研究を進める必要がある。 
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付録１（キヤノン製品における PPM の作成表） 
 
PPM作成表(電卓)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
75年 20.4 7.2 0.35 179,788 198,000 1.9 14,200
80年 37.3 11.4 0.31 198,000 202,279 0.4 22,785
85年 46.0 9.5 0.21 202,279 179,890 -2.3 17,090
※75年における市場規模場は71年～75年
PPM作成表（複写機)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
75年 44.7 10.9 0.24 35,445 90,000 26.2 9,800
80年 45.0 20.6 0.46 90,000 336,751 30.2 69,243
85年 23.7 21.9 0.92 336,751 1,098,000 26.7 240,462
90年 21.4 24.7 1.15 1,098,000 452,000 -16.3 111,500
95年 25.0 22.1 0.88 452,000 420,000 -1.5 93,000
00年 26.4 19.4 0.73 420,000 72,100 -29.7 14,000
05年 25.0 25.0 1.00 72,100 2,000 -51.2 500
※75年における市場規模場は71年～75年
PPM作成表(一眼レフカメラ)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
75年 17.0 11.3 0.66 51,891 97,232 17.0 13,000
80年 18.6 25.9 1.39 97,232 243,349 20.1 62,938
85年 26.0 24.8 0.95 243,349 161,318 -7.9 39,900
90年 32.1 31.0 0.97 161,318 128,727 -4.4 39,905
95年 26.0 35.0 1.35 128,727 53,855 -16.0 18,849
※75年における市場規模場は71年～75年
PPM作成表（ファクシミリ)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
85年 24.2 14.0 0.58 120,300 322,000 27.9 29,500
90年 16.4 11.9 0.73 322,000 451,000 7.0 53,700
95年 14.4 11.0 0.76 451,000 291,000 -8.4 32,000
00年 19.2 13.7 0.71 291,000 146,200 -12.9 20,000
05年 17.6 15.9 0.90 146,200 34,000 -25.3 5,400
※85年における市場規模場は81年～85年
PPM作成表（小型ページプリンタ)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対的市
場シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
90年 9.9 46.5 4.70 177,640 354,870 41.3 165,000
95年 7.2 56.6 7.86 354,870 489,130 6.6 277,000
00年 7.2 54.7 7.60 489,130 628,920 5.2 344,000
05年 9.3 63.7 6.85 628,920 527,200 -3.5 336,000
※90年における市場規模は88年～90年
PPM作成表（インクジェットプリンタ)
年
最大競合
他社市場
シェア（%）
自社市場
シェア(%)
相対市場
シェア
5年前の
市場規模
（百万円）
当年の市
場規模
（百万円）
平均市場
成長率(%)
自社売上
高（百万
円）
90年 34.4 32.1 0.93 15,520 26,146 29.8 8,400
95年 34.5 62.4 1.81 26,146 376,345 70.5 235,000
00年 54.7 41.8 0.76 376,345 449,720 3.6 188,200
05年 48.7 43.1 0.89 449,720 414,145 -1.6 178,700
※90年における市場規模は88年～90年
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付録２（キヤノン製品における特許版 PPM の作成表） 
 
特許版PPM作成表(電卓)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率（%)
自社特許
出願数
75年 0.31 0.05 0.15 59 83 8.9 4
80年 0.24 0.20 0.86 83 89 1.4 18
85年 0.63 0.02 0.03 89 64 -6.4 1
※75年における特許出願数は71年～75年
特許版PPM作成表（複写機)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
75年 0.19 0.17 0.94 456 899 18.5 157
80年 0.26 0.24 0.91 899 2,666 24.3 643
85年 0.13 0.13 1.02 2,666 2,300 -2.9 305
90年 0.16 0.17 1.10 2,300 1,850 -4.3 322
95年 0.22 0.17 0.79 1,850 806 -15.3 138
00年 0.18 0.11 0.62 806 297 -18.1 33
05年 0.23 0.09 0.40 297 222 -5.7 20
※75年における特許出願数は71年～75年
特許版PPM作成表(一眼レフカメラ)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
75年 0.12 0.31 2.64 59 120 19.4 37
80年 0.14 0.29 2.07 120 192 9.9 56
85年 0.16 0.41 2.54 192 148 -5.1 61
90年 0.25 0.25 1.00 148 133 -2.1 33
95年 0.27 0.13 0.47 133 213 9.9 27
※75年における特許出願数は71年～75年
特許版PPM作成表（ファクシミリ)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
85年 0.19 0.08 0.44 251 339 7.8 28
90年 0.16 0.13 0.81 339 1,149 27.7 145
95年 0.24 0.22 0.94 1,149 792 -7.2 178
00年 0.27 0.15 0.55 792 589 -5.8 88
05年 0.24 0.07 0.31 589 202 -19.3 15
※85年における特許出願数は81年～85年
特許版PPM作成表（小型ページプリンタ)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
90年 0.17 0.24 1.36 1,759 2,049 7.9 484
95年 0.14 0.23 1.67 2,049 2,064 0.1 642
00年 0.20 0.25 1.26 2,064 2,948 7.4 742
05年 0.17 0.26 1.52 2,948 2,967 0.1 774
※90年における特許出願数は88年～90年
特許版PPM作成表（インクジェットプリンタ)
年
最大競合
他社特許
出願シェア
自社特許
出願シェア
相対的特
許出願
シェア
5年前の
特許出願
数
当年の特
許出願数
平均特許
出願成長
率(%)
自社特許
出願数
90年 0.16 0.47 2.86 1,129 1,693 22.5 794
95年 0.14 0.31 2.32 1,693 2,664 9.5 838
00年 0.19 0.19 1.00 2,664 4,462 10.9 844
05年 0.26 0.19 0.75 4,462 6,391 7.5 1,223
※90年における特許出願数は88年～90年
